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1.温室効果ガス排出量の算定方法 
温室効果ガス排出量の算定方法は、環境省が「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」で公

表している「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）（Ver1.0）」

の標準手法に則って算出されています。 

 

 

 

表 1：温室効果ガス排出量の算出方法 

部門 区分 算出方法 

産業部門 

農林水産業 
北海道の農林水産業の炭素排出量 / 北海道の農林水産業の従業員数 

× 稚内市の農林水産業の従業員数 × 二酸化炭素換算係数（44 / 12） 

建設・鉱業 
北海道の建設・鉱業の炭素排出量 / 北海道の建設・鉱業の従業員数 ×

稚内市の建設・鉱業の従業員数 × 二酸化炭素換算係数（44 / 12） 

製造業 
北海道の製造業の炭素排出量 / 北海道の製造品出荷額 × 稚内市の製

造品出荷額 × 二酸化炭素換算係数（44 / 12） 

業務部門 業務 

北海道の産業部門を除いた業種の炭素排出量 / 北海道の産業部門を除

いた業種の従業員数 × 稚内市の産業部門を除いた業種の従業員数 × 

二酸化炭素換算係数（44 / 12） 

家庭部門 家庭 
北海道の家庭の炭素排出量 / 北海道の世帯数 × 稚内市の世帯数 ×

二酸化炭素換算係数（44 / 12） 

運輸部門 

旅客自動車 全国の自動車車種別炭素排出量 / 全国の自動車車種別保有台数 × 稚

内市の自動車車種別保有台数 × 二酸化炭素換算係数（44 / 12） 
貨物自動車 

鉄道 
全国の鉄道の炭素排出量 / 全国の人口 × 稚内市の人口 × 二酸化炭

素換算係数（44 / 12） 

船舶 

全国の船舶の炭素排出量 / 全国の外航船舶を除く入港船舶総トン数 

× 稚内市の外航船舶を除く入港船舶総トン数 × 二酸化炭素換算係数

（44 / 12） 
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2.温室効果ガス排出量の推計方法 
温室効果ガス排出量の推計方法は、環境省が「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト」で公

表している「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）（Ver1.0）」

で例示されている指標と推計手法を用いて推計しています。 
 

 

 

表 2：温室効果ガス排出量の推計方法 

部門 区分 指標 推計方法 

産業部門 

農林水産業 従業員数 農林水産業の従業員数から、近似式を用いて推計 

建設・鉱業 従業員数 建設・鉱業の従業員数から、近似式を用いて推計 

製造業 製造品出荷額 製造品出荷額から、近似式を用いて推計 

業務部門 業務 従業員数 産業部門を除いた業種の従業員数から、近似式を用いて推計 

家庭部門 家庭 世帯数 
人口と世帯数から世帯人員を算出し、世帯人員から近似式を

用いて推計 

運輸部門 

旅客自動車 自動車台数 

自動車台数から、近似式を用いて推計 

貨物自動車 自動車台数 

鉄道 人口 
国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計を利用し、直

近年度（2017（平成 29）年度）を基準に増減率で推計 

船舶 入港船舶総トン数 入港船舶総トン数から、近似式を用いて推計 

※近似式とは、x と y についての関係を表す式です。本計画では、年数（x）と指標（y）から近似式を求めて将来推計に活用しています。 
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3.貢献度 

3.1.貢献度の算出方法 
貢献度は、本市の二酸化炭素排出量に対して、市内で稼働している再生可能エネルギー発電による

二酸化炭素の削減効果の割合とします。再生可能エネルギー発電による発電量に電気の排出係数を乗

じて算出することとし、年度ごとに評価を行います。 

 

 

 

表 3：貢献度の推計方法 

  
※再生可能エネルギーによる発電量は、本市で把握している電源の発電量と、「固定価格買取制度 情報公表用ウェブサイト（経済産業

省）」の情報から推計しています。 

 

再生可能エネルギーによる発電量は、経済産業省が公表している FIT 電源からの買取電力量の実

績値や、本市で稼働している風力発電などの発電設備の稼働状況を考慮して推計しています。 

なお、北海道電力の 2030 年度の排出係数については、推計により算出しています。 

 

 

 

 

 
 

3.2.貢献度の評価方法 
貢献度は、環境省の公表している本市のエネルギー起源二酸化炭素排出量に対して、貢献度がどれ

だけの割合を占めているかで評価を行います。 

 

 

 

表 4：貢献度の評価方法 

※エネルギー起源二酸化炭素排出量は、「地方公共団体実行計画策定・実施支援サイト：部門別 CO2 排出量の現況推計（環境省）」より公表

されている数字を利用しています。なお、内訳（電気・熱・燃料別の排出量）については、「都道府県別エネルギー消費統計（経済産業

省）」および「総合エネルギー統計（経済産業省）」の情報から推計しています。  

再生可能エネルギーによる発電量の予測 単位 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ・・・ 2030

　太陽光発電 MWh 5,114 5,114 5,224 5,304 5,495 5,648 5,857 5,857

　風力発電設備 MWh 192,110 192,110 192,187 192,275 192,310 245,099 271,512 921,311

　バイオマス発電 MWh 537 537 655 746 868 2,149 2,199 2,199

合計 MWh 197,761 197,761 198,066 198,325 198,672 252,896 279,567 929,366

北海道電力排出係数 t-CO2/MWh 0.688 0.678 0.683 0.669 0.632 0.666 0.643 0.447

貢献度 千t-CO2 136 134 135 133 126 168 180 415

エネルギー起源二酸化炭素排出量 単位 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 ・・・ 2030

　電気 千t-CO2 169 165 158 155 156 71

　熱 千t-CO2 196 192 195 202 207 195

　燃料 千t-CO2 109 108 105 106 105 100

合計 千t-CO2 474 465 457 464 468 366

貢献度 千t-CO2 136 134 135 133 126 415

温室効果ガス排出量に対する貢献度 ％ 28.7% 28.8% 29.6% 28.6% 26.8% 113.6%

再生可能エネルギー発電量 × 北海道電力の排出係数 ＝ 貢献度 

2030（令和 12）年度の全電源平均の排出係数目標 / 2013（平成 25）年度の全電源平均の排出係数 × 

北海道電力の 2013（平成 25）年度の排出係数 ＝ 北海道電力の 2030（令和 12）年度の排出係数 

 

0.37 / 0.57 × 0.688 ＝ 0.447 t-CO2/MWh 

貢献度 / エネルギー起源二酸化炭素排出量 ＝ 貢献度の評価 

以
降
、
推
計 

以
降
、
推
計 
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4.アンケート調査 

4.1.アンケート調査実施概要 
「稚内市地球温暖化対策実行計画」の改定にあたり、市民および事業者の意識や実態を把握すると

ともに、ご意見やご要望をお聴きして計画策定の基礎資料とするため、市民意識調査を実施しました。 

 

 

 

【調査結果の見方】 

○比率は百分率で、小数点第 2 位を四捨五入して算出しています。このため、百分率の合計が 100

％にならないことがあります。 

○回答者数を「n=●●」で示しています。 

○無回答は集計から除外しているため、回収数と設問ごとの回答数は異なる場合があります。 

○エラー回答については、無効回答として扱っています。ただし、上限のある複数選択の設問で、指

定した数以上の回答を選択していた場合は、全ての内容を反映しています。 

○計画書本編に記載されていない市民・事業者意識調査の結果を、資料編に掲載しています。 

  

 市民意識調査 事業者意識調査 

調査対象 
●稚内市に居住する18歳以上の市民から無

作為に 2,000 名を抽出 

●稚内市に所在する事業所から無作為に

100 事業所を抽出 

回 収 率 ●28.9％（578 人） ●45.0％（45 事業者） 

調査方法 ●郵送による配布・回収 

調査期間 ●令和２年 8 月 3 日～8 月 18 日 
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4.2.地球温暖化に関する市民意識 

（1）回答者属性 

どの年代からも一定数の回答がありましたが、10 代・20 代からの回答は少ない状況でした。 

また、一戸建てに居住している回答者が多く、ほとんどの世代が自動車を所有しているという結果

でした。 

 

 
図 1：年代 

 

 

 
図 2：住居の建て方 

 

 

 
図 3：自動車の所有台数 
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（2）エネルギー使用状況 

電気料金については、世帯人数に比例して増加する傾向でした。 

灯油料金については、2 人世帯までは世帯人数に比例して増加する傾向が見られますが、3 人世帯

以上からは緩やかな増加傾向でした。 

LPG 料金については、世帯人数が多いほど多い傾向にはありますが、世帯人数と比例した増加と

はなっていない状況でした。 

また、本市と北海道の世帯当たりの平均光熱費を比較すると、本市では電気料金が北海道平均より

も約 20％低くなっていましたが、灯油・LPG の料金は北海道道平均よりも高く、両方とも約 40％

高くなっていました。 

 

     
図 4：電気の年間支払い料金【世帯人数別】       図 5：灯油の年間支払い料金【世帯人数別】 

 
 

    
図 6：LPG の年間支払い料金【世帯人数別】      図 7：本市と北海道の世帯当たりの平均光熱費 
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ガソリン料金については、自動車所有台数に比例して支払い料金が増加する傾向でしたが、軽油は

サンプル数が少なく、傾向は把握できませんでした。 

 
 

    

 

図 8：ガソリンの年間支払い料金【自動車所有台数別】  図 9：軽油の年間支払い料金【自動車所有台数別】 

 

 

 

 

（3）市民意識調査結果 

①地球温暖化問題への関心  

「地球温暖化問題への関心」については、「関心がある（29.0％）」や「ある程度関心がある（55.5

％）」が多く、ほとんどの人が関心を持っているという結果でした。 

前回調査と比べると、「関心がある」が減少しており、「あまり関心がない」が若干数増えていま

す。 

 

 
図 10：地球温暖化問題への関心 
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②地球温暖化問題の情報の入手先（複数回答）  

「地球温暖化問題の情報の入手先」については、主にメディア媒体となっており、中でも「テレビ

（86.4％）」が突出して多く、次いで「新聞（53.3％）」、「インターネット（40.4％）」という

結果でした。 

前回調査と比べると、「新聞」、「雑誌」、「テレビ」、「行政の広報紙やパンフレット」が減少

しており、「インターネット」が増加しています。 

 

 
図 11：地球温暖化問題への関心（複数回答） 

 

 

また、回答者の年代別でクロス集計を行った結果、年代が高いほど「新聞」や「雑誌」、「ラジオ」、

「行政の広報誌やパンフレット」を情報源としている人が多く、年代が低いほど「インターネット」

を情報源としている人が多くなっていました。 

そのため、情報発信の際は、複数の媒体を利用することが広く周知することに繋がると思われます。 

 

 
図 12：地球温暖化問題への関心【年代によるクロス集計】  
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③市の地球温暖化対策についての満足度・重要度  

「市の地球温暖化対策についての満足度と重要度」について、1～5 の 5 段階で評価されたものの

平均値を見ると、「新エネルギーの導入」が満足度・重要度ともに突出して高くなっていました。ま

た、「省エネルギーの推進」の重要度が他よりも高くなっていました。 
 

 

表 5：市の地球温暖化対策についての満足度・重要度の平均値 

地球温暖化対策 満足度/重要度 

環境教育、環境学習の積極的な実施 3.0/3.5 

啓発活動・情報発信の積極的な実施 3.0/3.7 

新エネルギーの導入 3.4/4.1 

省エネルギーの推進 3.0/3.9 

環境マネジメントシステムの普及 2.9/3.6 

平均点 3.1/3.8 

 

 

④その他、環境問題に関する意見・要望等  

「その他、環境問題に関する意見・要望等」については、74 人から意見があり、その概要は次の

とおりでした。 

 

表 6：その他、環境問題に関する意見・要望等（自由記述）の概要 

分野 主な意見・要望等の概要 

温暖化対策 ・地球温暖化が進んでいるため、CO2 を減らしていくことが必要 

・稚内市では温暖化の影響を感じることが少ないので、実感させるための PR など

が必要 

・一人一人が危機意識を持ち、温暖化対策のために日常生活を見直していくことが

必要 

・経済的メリットがなければ、温暖化対策を進めることは難しい 

気候変動への適応 ・大雨による土砂崩れや川の氾濫などの災害に備えて対策が必要 

・停電になったときのための対策が必要 

エネルギー等 ・せっかく太陽光発電や風力発電があっても市民に還元されていない 

・市内の再生可能エネルギーを市内で使えるようにするべき 

・地域の資源を活かした再生可能エネルギーの利用を推進していくべき 

省エネルギー ・事業者や市民一人一人が、自分のできる範囲で省エネに取り組んでいく事が必要 

次世代自動車 ・次世代自動車の利用が増えるような支援や制度を考えてはどうか 

自然環境・鳥獣問題 ・風力発電などを設置する際、自然環境に配慮して行うべき 

・温暖化の影響でシカが多くなっているため、駆除を進めるべき 

環境教育 ・環境教育・環境学習を通して温暖化に対する正確な知識を普及することが必要 

情報・啓発 ・市民一人一人が環境問題に関心を持つよう、意識の改善が必要 

・太陽光発電設置の助成や市の温暖化対策の取組状況など、市の情報を分かりやす

く発信してほしい 

その他 ・稚内市として、SDGs や CSR に取り組んで行くべき 
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4.3.地球温暖化に関する事業者意識 

（1）回答事業者属性 

建設業、卸売業・小売業、その他サービス業からの回答が多くなっていました。また、事業所の所

有形態は自社所有している事業者が多く、延床面積は 101～500 ㎡以下が多くなっていました。 

 

 
図 13：業種 

 

 
図 14：事業所の所有形態 

 

 
図 15：事業所の延床面積  
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0.0%
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0.0%

7.1%

2.4%
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漁業(n=1)

鉱業、採石業、砂利採取業(n=0)

建設業(n=12)

製造業(n=4)

電気・ガス・熱供給・水道業(n=0)

情報通信業(n=0)

運輸業、郵便業(n=1)

卸売業、小売業(n=9)

金融業、保険業(n=0)

不動産業、物品賃貸業(n=2)

学術研究、専門・技術サービス業(n=1)

宿泊業(n=0)

飲食業(n=1)

その他サービス業(n=5)

教育、学習支援業(n=0)

医療、福祉(n=3)

その他(n=1)
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n=42

77.8%

22.2%

自社所有(n=35)

賃貸(n=10)
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12.5%
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101～500㎡以下(n=15)
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1001～2500㎡以下(n=5)
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10,001～25,000㎡以下(n=1)

25,001㎡以上(n=3)

0% 10% 20% 30% 40%

n=40
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（2）エネルギー使用状況 

電気・灯油・LPG の使用量については、延床面積が多いほど多くなる傾向でした。 

A 重油の使用量については、サンプル数が少ないことから、明確な傾向はでませんでした。 

ガソリン・軽油の使用量については、自動車所有台数が多いほど多くなる傾向でした。 
 

    
 
 
 

図 16：電気の使用量【延床面積別】         図 17：灯油の使用量【延床面積別】 

 

    
 
 

 
図 18：A 重油の使用量【延床面積別】        図 19：LPG の使用量【延床面積別】 

 

    
 
 

図 20：ガソリンの使用量【自動車所有台数別】     図 21：軽油の使用量【自動車所有台数別】  
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（3）事業者意識調査結果 

①地球温暖化問題への関心  

「地球温暖化問題への関心」については、「関心がある（34.1％）」や「ある程度関心がある（50.0

％）」が多く、ほとんどの事業者が関心を持っているという結果でした。 

前回調査と比べると、「関心がある」が大きく減っており、「あまり関心がない」、「関心がない」

が若干数増えています。 

 

 
図 22：地球温暖化問題への関心 

 

②地球温暖化問題の情報の入手先 （複数回答）  

「地球温暖化問題の情報の入手先」については、主にメディア媒体となっており、「新聞（70.5

％）」、「テレビ（65.9％）」、「インターネット（56.8％）」が多くなっていました。また、「行

政の広報紙やパンフレット（27.3％）」を情報源としている事業者も一定数いる状況でした。 

前回調査と比べると、「新聞」、「テレビ」が大きく減っており、「インターネット」が大きく増

えています。 

 

  
図 23：地球温暖化問題の情報の入手先（複数回答）  
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③地球温暖化の影響を緩和するための事業所の考え方  

「地球温暖化の影響を緩和するための事業所の考え方」については、「経費削減に繋がる省エネル

ギー等であれば実施できるが、そうでないものは実施できない（48.7%）」が突出して多く、コスト

面に課題がある状況でした。 

 

  
図 24：地球温暖化の影響を緩和するための事業所の考え方 

 

 

 

④市の地球温暖化対策についての満足度・重要度  

「市の地球温暖化対策についての満足度と重要度」について、1～5 の 5 段階で評価されたものの

平均値を見ると、「新エネルギーの導入」が満足度・重要度ともに突出して高くなっていました。ま

た、「省エネルギーの推進」の重要度が「新エネルギーの導入」に次いで高く、「環境マネジメント

システムの普及」の重要度が突出して低くなっていました。 

 

 

表 7：市の地球温暖化対策についての満足度・重要度の平均値 

地球温暖化対策 満足度/重要度 

環境教育、環境学習の積極的な実施 3.2/3.6 

啓発活動・情報発信の積極的な実施 3.1/3.8 

新エネルギーの導入 3.5/4.3 

省エネルギーの推進 3.2/4.2 

環境マネジメントシステムの普及 3.1/3.4 

平均点 3.2/3.9 
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実施できるが、そうでないものは実施できない

重要なこととは思うが、経費等による

課題が多いため実施できない

重要なこととは思うが、事業者として実施するつもりはない

その他

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

n=39
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⑤その他、環境問題に関する意見・要望等  

「その他、環境問題に関する意見・要望等」については、5 事業所から記述による回答があり、そ

の概要は次のとおりでした。 

 

 

表 8：その他、地球温暖化問題に関する意見・要望等（記入）の概要 

分野 主な意見・要望等の概要 

温暖化対策 ・気候変動と温暖化は関係があると思われるので、温暖化は大事な論点である。 

気候変動への適応 ・稚内市ではここ数年、大雨による数箇所の川の氾濫があり、気候変動の影響が出

ている 

・市自らできることをやらなければ、海水面の上昇を防ぐことができない 

エネルギー等 ・今後も積極的に再生可能エネルギーの導入を進め、最先端の再生可能エネルギー

基地を目指して頑張ってほしい 

・温排水の利用・ヒートポンプ等を補助金で進めるべき 

・再生可能エネルギーの利用促進への推進力が弱い 
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5.用語集 
※単語横のページ数は初出ページとなっています。 

◆アルファベット、数字表記                                                     

BEMS P.27 

Building and Energy Management System の略で、情報通信技術を活用してオフィスビルのエネルギー使用

状況をリアルタイムに把握・管理し、最適化するシステムのこと。 

CCS（二酸化炭素の回収・貯留） P.43 

Carbon dioxide Capture and Storage の略で、二酸化炭素を含むガスから二酸化炭素を分離し、地中深くに

圧縮させて貯留する技術のこと。 

COOL CHOICE P.38 

日本政府が進めている、脱炭素社会づくりに貢献する「製品への買換え」、「サービスの利用」、「ライフスタ

イルの選択」など、地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動のこと。 

COP21 P.8 

国連気候変動枠組条約締約国会議（Conference of the Parties）の略で、大気中の温室効果ガスの濃度を安定

化させることを目標に毎年開催されている会議のこと。「21」は 21 回目であることを示している。COP21 は

2015（平成 27）年にフランスのパリで開催されており、京都議定書の後継となるパリ協定が採択された。 

ESD P.50 

Education for Sustainable Development の略で、現代社会の課題を自らの問題として捉え、身近なところか

ら取り組むことにより、それらの課題の解決につながる新たな価値観や行動を生み出し、持続可能な社会を創造し

ていくことを目指す学習や活動のこと。日本語では「持続可能な開発のための教育」と訳されている。 

HEMS P.27 

Home Energy Management System の略で、情報通信技術を活用して家庭のエネルギー使用状況をリアルタ

イムに把握・管理し、最適化するシステムのこと。 

ISO14001 P.34 

国際機関である国際標準化機構（ISO：International Organization for Standardization）が制定した、環境

マネジメントシステムに関する規格のこと。 

PDCA P.59 

Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）の頭文字を取ったもので、これらを繰り返すこ

とで、対象とするものの品質を継続的に改善していく手法のこと。 

RCP8.5 シナリオ P.7 

Representative Concentration Pathways の略で、将来温室効果ガスの濃度がどの程度になるか予測を行っ

たもの。RCP8.5 シナリオは、国連気候変動に関する政府間パネルが公表した 4 つのシナリオのうち、最も温室効

果ガス濃度が高くなった場合のもので、4 度前後の気温上昇が予測されている。 

ZEB・ZEH P.38 

Net Zero Energy Building や Net Zero Energy House の略で、住宅でつくったエネルギーの量が、１年間に

消費したエネルギーの量よりも多い、あるいは差がゼロになる建物のこと。オフィスビルの場合は ZEB、一般住宅

の場合は ZEH と呼ばれる。 

3R P.38 

リデュース（Reduce：廃棄物等の発生抑制）、リユース（Reuse：再使用）、リサイクル（Recycle：再生利用）

の頭文字をとったもので、廃棄物問題に対する対策のこと。 

◆あ行                                                     

エコドライブ P.27 

自動車の燃料消費量や排気ガス排出量を減らす運転技術や心がけのこと。アイドリングストップや加速・減速の

少ない運転などが該当する。 

エネルギー起源二酸化炭素 P.9 

電気の使用や暖房用灯油、自動車用ガソリン等の使用により排出される二酸化炭素のこと。排出される二酸化炭

素のうち、9 割以上がエネルギー起源二酸化炭素となっている。  
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温室効果ガス P.2 

大気を構成する気体のうち、赤外線を吸収して再放出する気体のこと。地球温暖化対策の推進に関する法律では

二酸化炭素（CO2）、一酸化二窒素（N2O）、メタン（CH4）、ハイドロフルオロカーボン（HFC）、パーフルオ

ロカーボン（PFC）、六フッ化硫黄（SF6）、三フッ化窒素（NF3）の 7 種類が対象とされている。 

◆か行                                                     

カーボンニュートラル P.9 

排出される二酸化炭素と吸収される二酸化炭素が同量であるため二酸化炭素が増えない、という概念のこと。 

化石燃料 P.2 

地下に埋蔵されている石油・石炭・天然ガスなどの燃料資源のこと。 

環境家計簿 P.39 

家庭で消費・排出される電気やガス、灯油などの化石燃料、水道などのエネルギー・資源と廃棄物から発生する

二酸化炭素の排出量を計算するもの。 

環境マネジメントシステム P.57 

事業者が自主的に環境保全に関する取組を進めるに当たり、環境に関する方針や目標等を自ら設定し、その達成

に向けて取組む仕組みのこと（ISO14001 など）。 

緩和策 P.10 

地球温暖化対策の 1 つで、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの削減・吸収を行う対策のこと。 

気候リスク P.53 

異常気象などにより悪影響や好影響を受ける可能性のこと。影響を受ける可能性や大きさは、個々の当事者によ

って異なるため、一律には計算できないものとなっている。 

グリーンインフラ P.50 

森林や河川、農地、緑地などの自然の機能を利用したインフラや土地利用計画のこと。 

クリーンエネルギー自動車 P.27 

ガソリンなどの化石燃料の使用をゼロまたは大幅に減らして、環境負荷を和らげる自動車のこと。日本政府はハ

イブリッド自動車（HV）、プラグインハイブリッド自動車（PHV）、電気自動車（EV）、燃料電池自動車（FCV）、

クリーンディーゼル自動車（CDV）、天然ガス自動車（CNG）の 6 種類を対象としている。 

高度道路交通システム（ITS） P.27 

Intelligent Transport Systems の略で、人・道路・車両を一体のシステムとして構築することで、ナビゲーシ

ョンシステムの高度化、公共交通機関の利便性向上、物流事業の高度化などを図ることを目的とした交通システム

のこと。 

国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC） P.5 

Intergovernmental Panel on Climate Change の略で、人為起源による気候変化、影響、適応及び緩和方策

に関して、科学的・技術的・社会経済学的な見地から包括的な評価を行うことを目的に、1988（昭和 63）年に設

立された政府間機構のこと。 

固定価格買取制度（FIT 制度） P.25 

Feed-in Tariff の略で再生可能エネルギーによって発電された電気を、電力会社が一定期間固定価格で買い取る

ことを定めた制度のこと。 

◆さ行                                                     

再生可能エネルギー P.4 

自然界から半永久的に得られる、地球環境への負荷が少なく継続して利用できるエネルギーのこと。「エネルギ

ー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」では、

太陽光、風力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱その他の自然界に存する熱、バイオマスと規定している。 

持続可能な開発目標（SDGs） P.8 

Sustainable Development Goals の略で、経済・社会・環境の 3 つのバランスがとれた社会を目指すための

世界共通の行動目標で、2015（平成 27）年に国連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ」の中核をなすもの。  
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省エネルギー診断 P.27 

省エネルギーの専門家（エネルギー管理士・技術士など）が個別の建物を訪問し、設備やエネルギーの使用状況

などから省エネルギー化・コスト削減に繋がる改善対策を診断するもの。 

省エネルギーラベル P.39 

家庭で使用される製品を中心に、エネルギーの使用の合理化に関する法律で定められた省エネルギー性能の向上

を促すための目標基準を達成しているかを表示したラベルのこと。 

自立分散型エネルギー供給システム P.54 

地域における多様なエネルギー源を活用して電力を確保、供給する仕組みのこと。エネルギーの効率的な利用の

ほか、災害等で外部からのエネルギー供給が遮断された場合にも、エネルギーを確保、供給することができる。 

新エネルギー P.33 

「新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法」で「技術的に実用段階に達しつつあるが、経済での制約から

普及が十分でないもので、非化石エネルギーの導入を図るために特に必要なもの」と定義されているエネルギーの

こと。再生可能エネルギーの大半が該当する。 

森林吸収 P.43 

森林による大気中の二酸化炭素の吸収・固定機能のこと。 

水素エネルギー P.41 

水素を燃料としたエネルギーのこと。水素は地球上に豊富に存在しており、燃焼させても水を生成するのみであ

ることから、クリーンな燃料となっている。 

スマートメーター P.27 

通信機能を持った電子式電力量計のこと。従来型のアナログメーターと比べて、電力使用量の正確性が増す、自

動検針が可能となる、30 分単位での電力使用量を確認できるなどの特徴がある。 

生物多様性 P.50 

様々な生き物同士の繋がりとそれを支える環境からなる総体を示しており、遺伝子・種・生態系の多様性を含む

概念を意味するもの。 

ゼロカーボンシティ P.2 

2050（令和 32）年までに、二酸化炭素の実質ゼロを目指すことを公表した地方自治体のこと。 

◆た行                                                     

脱炭素社会 P.2 

地球温暖化の原因となっている温室効果ガス排出量を、排出抑制や吸収源対策等を行うことで実質ゼロにするこ

とを目指す社会のこと。 

蓄電池 P.41 

充電によって繰り返し使用できる電池のこと。気象条件に左右されやすい風力発電や太陽光発電の出力変動抑制

や、電力需給のピークカット、停電時のバックアップなどに使われている。 

適応策 P.10 

地球温暖化対策の 1 つで、温暖化によって変化した気候に合わせた社会を作っていくことで、気候変動の影響を

最小限にしようとする対策のこと。 

適応ビジネス P.50 

各地で適応策が推進されることに伴って発生するビジネスチャンスのこと。 

電気自動車（EV） P.41 

Electric Vehicle の略で、バッテリーに蓄えた電気を燃料に、モーターを駆動させて走行する自動車のこと。 

トップランナー制度 P.27 

日本独自で設定している、機械器具に対するエネルギー消費効率の決め方のこと。日本で大量に使用されている

機械器具のうち、エネルギー消費量が大きく、かつエネルギー効率の向上を図る必要があるものが対象とされてい

る（自動車・エアコン・テレビ・冷蔵庫・ストーブなど）。 

◆な行                                                     

燃料電池車（FCV） P.41 

Fuel Cell Vehicle の略で、空気中の酸素と燃料タンクの圧縮水素から燃料電池で発電を行い、その電力でモー

ターを駆動させて走行する自動車のこと。  
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◆は行                                                     

バイオマス P.28 

生物資源（bio）量（mass）を表す概念で、再生可能な生物由来の有機性資源のうち、化石資源を除いたもの。

廃棄物系バイオマス、未利用バイオマス、資源作物に分類されており、再生可能でカーボンニュートラルな資源と

言われている。 

排出係数 P.17 

燃料の使用に伴ってどれだけの二酸化炭素が排出されるかを表すもの。電気の場合、発電に使用される化石燃料

などの量に伴い係数が変動するため、環境省により毎年排出係数が公表されている。 

ハザードマップ P.54 

地震、洪水、津波などの自然災害による被害を予測し、被害の発生範囲や二次災害発生予想箇所、避難経路など

を地図化したもの。 

パリ協定 P.8 

2015（平成 27）年に採択された気候変動に関する国際的枠組みで、1997（平成 9）年に採択された京都議定

書の後継となるもの。すべての参加国に、温室効果ガスの排出削減・抑制目標が定められている。 

非エネルギー起源二酸化炭素 P.9 

セメント製造、生石灰製造など工業的プロセス、廃プラスチック類の焼却等、エネルギーに起因しないものから

発生する二酸化炭素のこと。 

プラグインハイブリッド車（PHV） P.41 

Plug-in Hybrid Vehicle の略で、家庭用電源など、外部電源から充電できるタイプのハイブリッド自動車（2 つ

以上の動力源を備えた自動車のことで、一般的にはガソリンエンジンと電気モーターを搭載した自動車）のこと。 

へい死 P.7 

動物などが、病気などによって突然死すること。 

◆ら行                                                     

ライフサイクルコスト P.39 

建物や製品などにおいて、製造から使用、廃棄までの全ての段階を考慮した費用のこと。 


